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（目的） 

第１条 この要綱は、千代田区（以下「区」という。）内における建築物の所有者等が行うアスベス

ト除去工事等のアスベスト対策に要する費用の助成等を実施することにより、区民の健康被害

の予防を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) アスベスト 石綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）第２条に規定する石綿

等をいう。 

(2) アスベスト含有調査 建築物の吹付け建材（他の建築材料に吹き付ける方法により用いた建

築材料をいう。）について行うアスベスト含有の有無及び含有量に係る調査をいう。 

(3) アスベスト除去工事等 建築物に露出して吹き付けられたアスベストの除去のために行う

工事(アスベスト除去工事後の復旧工事等を含む。)、気中濃度測定をいう。 

(4) 調査員派遣 区が予め委託した調査会社の一定の資格者がアスベスト調査を行なうことを

いう。 

(5) 気中濃度測定 アスベスト除去工事の作業前・作業中・作業後に分けて行うアスベストの空

気中の濃度の測定をいう。 

(6) 住宅 一戸建ての住宅及び所有者が居住する住戸を含む建築物をいう。 

(7) マンション 共同住宅（複数世帯が独立して居住できる建築物をいう。）で居住の用に供す

る部分(容積に含まれる共用部分のうち住宅用と認められる割合及び部分を含む。)の床面積

の合計が当該建築物の延べ面積の２分の 1 を超えるものをいう。 

(8) 分譲マンション ２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第

６９号。以下「区分所有法」という。）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。以下同



じ。）が存するマンションで、原則として区分所有者自身が居住の用に供しているものをい

う。 

(9) 賃貸マンション 分譲マンション以外のマンションで居住目的の賃貸借の用に供するもの

をいう。 

(10)管理組合 分譲マンションの管理を行うマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平

成１２年法律第１４９号）第２条に規定する管理組合をいう。 

(11)機械式立体駐車場 道路運送車両法第２条第２項・第３条に規定する普通自動車、小型自動

車、軽自動車及び特殊自動車を格納する機械式の立体駐車場をいう。 

 

（助成等） 

第３条 区長は、助成対象建築物の所有者（国、独立行政法人及び地方公共団体を除く。分譲マンシ

ョンについては、管理組合とする。）がアスベスト対策を実施する場合、予算の範囲内におい

て、その費用の全部又は一部を助成する。 

 2 区長は、調査員派遣申請に基づき、区が委託したアスベスト調査員を派遣する。 

 

（対象建築物） 

第４条 前条の対象となる建築物（以下「対象建築物」という。）は、区内に所在する建築物で、対

象事業に応じ次の各号に該当するものとする。 

(1) アスベスト含有調査､調査員派遣 

民間の建築物 

(2) アスベスト除去工事等 （含有調査を除く。） 

工事完了後概ね５年以上継続して使用するもの 

ア 住宅に付属する駐車場及び倉庫等 

イ マンションの共用部分 

ウ 機械式立体駐車場 

2 対象建築物は、原則として建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）に適合しているものである

ことを要する。 

3 前２項の規定にかかわらず、区長が特に必要があると認めたものは、対象建築物とすることが

できる。 

 

（助成額等） 

第５条 アスベスト対策助成の額は、対象事業に応じ次の各号に定める額（消費税を含まない。）と

し、1,000 円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。 

 (1) アスベスト含有調査 含有調査に要した費用の全額。ただし、１棟 250,000 円を限度とする。 

(2) アスベスト除去工事等 除去工事に要した費用の 2/3 の額。ただし、機械式立体駐車場は、

１棟 14,000,000 円を限度とし、その他は、100 万円を限度とする。 

2 調査員派遣は、申請に基づきアスベスト調査員を派遣し、吹付け材調査及びアスベスト含有調査

を区の負担により行なう。 

 

（申請手続） 

第６条 アスベスト対策助成等を受けようとする者は、区と事前協議の上、「アスベスト対策助成申



請書」（第 1号様式）又は「アスベスト調査員派遣申請書」（第 1号の２様式）に千代田区吹付

けアスベスト対策助成等要綱実施要領（以下「要領」という。）に定める関係書類を添えて区

長に申請するものとする。 

（決定） 

第７条 区長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、対象事業の内容及びその経費等

が適当であると認めた場合は助成等を決定し、｢アスベスト対策助成決定通知書｣（第 2 号様

式）又は｢アスベスト調査員派遣決定通知書｣（第２号の２様式）により、申請者に通知する。 

２ 区長は、前項の審査の結果、助成等を不適当と認めたときは、不交付又は不派遣を決定し、｢ア

スベスト対策助成不交付・不派遣決定通知書｣（第 3号様式）により申請者に通知する。 

 

（権利譲渡の禁止） 

第８条 前条第１項の規定により助成等の決定を受けた者（以下「助成等決定者」という。）は、そ

の権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。 

 

（アスベスト除去工事等の着手） 

第９条 助成等決定者のうちアスベスト除去工事等の助成の決定を受けた者は、アスベスト除去工

事等の契約締結後速やかに、別に定める関係書類を添えて「着手届」（第 4 号様式）及び要領

に定める必要書類を添えて区長へ提出するものとする。 

 

（助成対象事業内容の変更） 

第 10 条 助成等決定者は、第７条第１項により決定された助成等対象事業の内容を変更しようとす

るときは、「アスベスト対策助成等変更申請書」（第 5 号様式）により、区長に助成等の変更

を申請するものとする。 

２ 区長は、前項の申請書を受理した場合は、当該申請の内容を審査し、適当と認めたときは変

更を決定し、「アスベスト対策助成等変更決定通知書」（第６号様式）により助成決定者に通知す

るものとする。 

 

（アスベスト対策の取り止め） 

第 11 条 助成等決定者は、事情により当該アスベスト対策を取り止めるときは、「アスベスト対策助

成等辞退届」（第７号様式）を区長に提出しなければならない。 

 

（アスベスト対策結果報告） 

第 12 条 助成等決定者のうち除去工事等 の助成決定を受けた者は、区が指定する期間内にアスベス

ト対策を行い、「アスベスト対策完了届」（第８号様式）及び「要領」に定める関係書類を添

えて区長に提出するものとする。 

 

（助成金の額の確定） 

第 13 条 区長は、前条の完了届を受理したときは、内容確認後交付すべき助成金の額を確定し、速

やかに「アスベスト対策助成金額確定通知書」（第９号様式）により、当該助成決定を受けた

者に通知するものとする。 

 



（助成金の交付請求） 

第 14 条 前条に規定する通知を受けた者は、速やかに｢アスベスト対策助成金交付請求書｣（第１０

号様式）により、区長に助成金の交付を請求するものとする。 

 

 

（助成金の交付） 

第 15 条 区長は交付請求があったときは、その内容を審査し、適正と認めるときは、速やかに当該

請求者に助成金を交付するものとする。 

 

（決定の取消し） 

第 16 条 区長は、助成等決定者及びアスベスト対策に関わる請負・委託契約を交わしたものが次の

各号のいずれかに該当すると認められるときは、助成等決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

(1)不正な手段により助成決定又は確定を受けたとき。 

(2)この要綱及び法令に基づく区長の指示に違反したとき。 

(3)不適切な調査・工事であることが発覚したとき。 

2 区長は、前項の規定に基づき助成金交付の決定を取り消したときは、｢アスベスト対策助成等

決定取消通知書｣（第１１号様式）により助成決定者に通知するものとする。 

 

（助成金の返還） 

第 17 条 区長は、前項の規定に基づき助成金交付の決定を取り消した場合において、その取り消し

に係る助成金を既に交付しているときは、期限を定めて、当該交付済みの助成金の返還を命

ずるものとする。 

 

（他の助成との関係等） 

第 18 条 第４条の規定にかかわらず、アスベスト対策助成は、他の補助金等の交付を受けている建

築物については対象としない。 

 

（アスベスト対策を行う者の責務） 

第 19 条 アスベスト対策を行う者は、実施にあたって、周辺住民・事業者の理解を得るように努め

なければならない。 

2 アスベスト対策助成等を受けた者は、対象事業の完了後においても、建築物及び敷地を適正に

維持管理し、必要に応じて追加の対策を講じなければならない。 

 

（指導、監督等） 

第 20 条 区長は、申請者に対し、この要綱の施行のために必要な限度において、事業の促進を図る

ため、報告若しくは資料の提出を求め、または必要な勧告、助言若しくは援助をすることが

できる。 

2 区長は、必要があると認めるときは、申請者又はアスベスト対策に関わる請負・委託契約を交

わしたものに対し必要な指示を行い、報告を求め、または助成金に係る書類を検査することがで

きる。 



 

（関係書類等の保管） 

第 21 条 申請者は、助成対象事業に係る収入、支出に関する帳簿・証拠書類・その他事業の実施の

経過を明らかにするための書類を作成し、助成事業完了後、５年間整理保管しなければなら

ない。 

 

（その他） 

第 22 条 助成金の交付の手続は、千代田区補助金等交付規則（昭和 48 年千代田区規則第 15 号）の

定めによるほか、この要綱の定めるところによるものとする。 

2 この要綱に定めのない事項、その他この要綱の施行について必要な事項は、環境まちづくり部長

が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 21 年 6 月 17 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 22 年 1月 13 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 22 年 6月 29 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 23 年 4 月 27 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 2４年 6月 30 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 2４年 10 月 30 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 2７年４月１日から施行する。 

 

 


